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研究成果の概要（和文）：農村空間の多目的利用構造を生かして、我が国に美しく、活力ある農村を取り戻すために必
要な農業再建のための制度改革の姿を地域計画論的総合研究によって明らかにするという研究課題に経済・環境・社会
の3方向からアプローチした。地域計画論の理論的な到達点、農業や農村の現実、今後必要となる農業再建に向けた制
度改革の内容について、相互の討論と現地調査やフィールドワーク等を踏まえて考究した成果を取りまとめ、成果報告
書を印刷し、関連主要学会の一つである農村計画学会の春期大会において、参加者に配布した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this regional planning study is to explore a little further into th
e needed policy reform for agricultural reconstruction to recover the beautiful and vital rural area in Ja
pan, making use of the multi-purpose use structure of rural space. Economic, environmental and social pers
pectives were taken. Arrival points of regional planning theory, the reality of rural area and agriculture
, the content of the reform aimed for agriculture reconstruction that is needed in the future, were summar
ized. Based on field work, field survey and discussion among research members, a final report was prepared
. In the spring meeting of the Association of Rural Planning, which is the most relevant academic society,
 the final report was distributed to the participants.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ４０％という先進国最低の食料自給率、汚
染米や相次ぐ食品偽装で揺らぐ食の安全・安
心、耕作放棄地の拡大、里山の荒廃、農林業
の後継者不足に表れている農村の弱体化と
いった我が国の農業・農村をめぐるこれらの
危機的状況を打開するためには、現在の状況
をもたらした外的要因(ドライバー)や取り巻
く政策環境とそこでとられた農家などの主
体の対応(レスポンス)を正確に把握し、そこ
での問題構造を的確に識別し、そのうえで必
要な対策を講じる必要がある。 
 従来の研究では次のような二つの認識に
重きが置かれなかったきらいがある。ひとつ
には、農業の多面的機能の鏡像として農村空
間が多目的利用構造にあるとの認識である。
農村空間は第１に自然を産業的に利用する
空間であり、第２に容易にアクセス可能で多
くの人がリフレッシュできる空間であり、第
３に非農家を含んだ稠密なコミュニティを
支える居住の空間である。ふたつには、農村
は上層と基層からなる二層の資源調達構造
にあるという認識である。多様化し、効率化
した近代的な農業生産活動の舞台が上層で
あり、そこではヒト・モノ・カネが市場経済
と行き来する。基層は共同体の領域であり、
コミュニティに埋め込まれた、用排水路や農
道といった農村地域資源の活用と保全が行
われている。市場経済と共同体という論理構
造の違うものをそれぞれ引き受け、上層と基
層のバランスを保つ必要があるのが農村で
ある。これは、稲作を基幹的な農業とするモ
ンスーンアジアで最初に先進国の仲間入り
した国日本がモンスーンアジアの風土に形
成された伝統文化とグローバルな普遍性を
帯びた現代文明の間でうまくバランスをと
る問題に敷衍しうるのかもしれない。また、
農村では自分の田を適切に耕作することで、
近隣の良好な耕作条件も確保されるという
効果のスピルオーバー性も存在する。このこ
とは基層のあり方をおおいに規定している。 
 暦の「一粒万倍日」でもしられるように、
米は面積あたりの収量の高さや可食部比率
の高さ、二期作などの可能性などから、ほか
の穀物の４倍以上という高い人口扶養力を
有するとされる。稲作を基礎に形成された稠
密な社会に、ミラクルとも形容された経済成
長が実現した日本における農業再建のため
の学理は、今後成長著しい東アジア諸国が直
面することになるであろう農村の急速な外
的要因変化への対応のあり方に関して重要
な知見をもたらすに違いない。 
なお、現在我が国で進行中の農政改革の基

本方向は、2005 年 3 月に閣議決定された食
料・農業・農村基本計画に示されるものであ
る。研究代表者は食料・農業・農村審議会企
画部会の部会長として、この基本計画の設計
に関与した。策定後、２年半を経て、審議会
から退き、社会と農業の歴史的な文脈を意識
しながら、改革農政の意義や改善すべき問題

点を『農業再建：真価問われる日本の農政』
（岩波書店、2008 年）にとり纏めた。同書
は健全な農政議論のための基本情報の提示
といった啓発的目的も持っているが、あわせ
て本研究のアイディアの揺籃であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、農村空間の多目的利用構
造を生かして、我が国に美しく、活力ある農
村を取り戻すために必要な農業再建のため
の制度改革の姿を地域計画論的総合研究に
よって明らかにすることである。農業再建の
ための制度改革を行う際に特に重要と考え
られる次の研究に集中的に取り組み、期間内
に成果をあげることを目指す。 
１） 農村空間の多目的利用構造及び二層資
源調達構造を考慮した空間計画 
２） 多目的利用構造及び二層資源調達構造
の下での農村の担い手のエンパワーメント 
３） 多目的利用構造及び二層資源調達構造
の下での農政改革の比較制度分析 
 
３．研究の方法 
研究計画は、文献調査、専門家へのヒアリ

ング、フィールド現地調査、現地調査の知見
を基にした理論的研究及び実証研究により
構成される。 
(1) 準備期間である平成 20 年度中に、研究
代表者および分担者において、それぞれが研
究活動や実践活動等で従来からコンタクト
している農村地域の抱える問題についての
情報の整理を行う。あわせて、それぞれの研
究アプローチにもとづき、その他の同種の事
例を収集・整理する。 
(2) 収集・整理した事例の類型化の可能性を
探る。この過程を通して本研究の共通調査対
象地となる典型事例を選び出すとともに、対
象地間の比較軸を設定する。 
(3) 平成 20年以降は、調査対象地において、
以下の３つの観点から現地調査及び分析を
実施し、知見を蓄積し、適宜データベース化
していく（＜ ＞は担当者）。ちなみに現地調
査はグループごとに行うのではなく、各グル
ープそれぞれから地域の問題に合わせ、最適
なメンバーを選出・編成し、実施する。グル
ープの構成は次のとおりである。 
1)農業経済学、農業経営学、資源経済学、環
境経済学の研究者からなり、農家経済、地域
経済分析、比較制度分析を担当する経済グル
ープ＜柏・能美・中嶋・国光・浅野・金田・
八木＞ 
2)建築・都市計画学、緑地学、緑地生態学の
研究者からなり、景観、生物多様性分析、エ
コロジカルデザインを担当する環境グルー
プ＜糸長・横張・一ノ瀬＞ 
3)農業土木学、環境社会学の研究者からなり、
社会関係資本測定、合意形成、パートナーシ
ッププロセス、地域づくりの手法開発、コミ
ュニティ開発を担当するコミュニティーグ
ループ＜山路・星野・山岡・青柳・中塚＞ 



(4) 上記の調査・分析をふまえ、全体研究会
を行い、グループごとに研究成果と制度改革
への含意を蓄積していく。 
(5) 共通対象地において、行政、地域コミュ
ニティ、農林業関係団体・組織、およびＮＰ
Ｏ・ボランティアなど諸主体の参加にもとづ
くシンポジウムを開催し、農業再建のための
制度改革における課題の共通認識の形成を
図るとともに、得られた成果や政策提言を発
表し、成果の社会還元を図る。 
 
４．研究成果 
H21 年度には、目的実現に向け研究を遂行

し、その成果をコウノトリとの共生による地
域づくりの現地視察を兼ねた兵庫県豊岡市
での研究会で共有した。主要 3課題ごとの成
果は次のとおりである。 
まず、第１課題である、農村空間の多目的

利用構造及び二層資源調達構造を考慮した
空間計画の領域では、市町村民経済計算のデ
ータをもとに、都市と農村の経済格差の時系
列的な動向を分析した。また、小学校の合理
的設置範囲を検討するための数理計画モデ
ルを作成し、試験的に適用した。土地基盤整
備状況をもとに、担い手育成、生産調整、土
地利用の将来動向を展望した。食品の輸出促
進による地域農業振興についてアジアと EU
のデータの比較から考察した。中山間地域に
おける農家の労働投入量を推計した上で、農
地保全範囲を定量的に示した。集水域を単位
とした持続可能な居住圏を提案した。加えて
福島県において木質バイオマスの利活用に
ついて調査した。新潟県中山間地域集落を対
象とした農地管理・農業労働力に関する実態
調査を行った。農村地域居住者が地域アイデ
ンティティとして認識する景観と行為の関
係を解明した。 
第 2課題である、多目的利用構造及び二層

資源調達構造の下での農村の担い手のエン
パワーメントの領域では、集落整備構想がア
ドバイザーや行政担当者のナレッジによっ
て異なることを明らかにした。農村地域の社
会集団におけるコミュニティ活動への参加
性向の測定を試みた。兵庫県での事例分析に
より地域づくりリーダーの行動特性および
育成上の課題を明らかにした。 
第 3課題である、多目的利用構造及び二層

資源調達構造の下での農政改革の比較制度
分析の領域では、中山間地等直接支払制度の
インパクト分析を行った。野生生物、都市住
民をテーマに、生物・人間多様性の農業・農
村再建を事例考察した。 
H22 年度も、研究目的で示した 3 つの研究

課題に、経済・環境・コミュニティの 3方向
からアプローチした。経済からのアプローチ
の具体的内容や得られた成果は次の通りで
ある。児童数の減少が進行していく農村地域
を念頭に置いて、小学校統廃合の経済的有利
性を分析するための数理計画モデルについ
て検討し、分析に必要なデータを一部収集し

た。日本、アジア、アフリカ諸国における水
田農業水利システムの比較制度研究を通じ
て農村の社会関係資本蓄積による農業用水
管理の効率性と持続性の関係を分析した。食
品の輸出促進による地域農業振興の可能性
について貿易統計データなどから検討し、そ
の結果、輸入国の輸入ルールの簡素化・国内
でのコスト低減への取り組みが重要である
ことが明らかになった。中山間地域集落を対
象として地域資源管理に関わる組織の活動
実態を調査し、集落レベルの協議会が国の直
接支払政策の受け皿となり、地域資源保全と
所得向上につなげている実態が示された。 
環境からのアプローチの具体的内容は、福

島県会津若松市の農村地域における集団イ
ンタビュー調査を通じて、地域住民が地域ア
イデンティティとして認識する農村景観の
空間的・地理的特性を解明することであった。 
コミュニティからのアプローチの具体的

内容や得られた成果の一部は次の通りであ
る。地域ナレッジの蓄積･保有水準と地区の
内発的な発展力の関連性を明らかにするた
め、メタ分析を試みた。アジアにおける気候
変動適応策におけるジェンダーからの視点
の取り組みについて、過去の災害対策・災害
処理におけるジェンダー視点からみた問題
点をレビューし、日本の農業の現状における
気候変動適応とジェンダーについて現地ヒ
アリングを行った。津波により甚大な被害を
受けた宮城県気仙沼市において、高台移転に
関わるヒアリング調査を行い、その結果、仮
設住宅への分散入居が合意形成に大きな影
響を及ぼしていることが明らかになった。 
H23 年度も引き続き、経済・環境・コミュ

ニティの 3方向からアプローチした。 
 経済からのアプローチの具体的内容や得
られた成果は次の通りである。東日本大震災
発生直後の食料供給の実態を調査した結果、
緊急的な食料供給ルートを確立するために
は常日頃からの食農連携の取り組みが有効
であることが明らかになった。農業の生産性
に影響する要因を計量経済分析手法により
実証し、地域格差の動向を解明するためのデ
ータベースを構築した。6 次産業化政策につ
いて、農業・食品産業の地域別生産額の推移
から検討した結果、食品産業は関東地域へ顕
著に集中化してきており、6 次産業化の重要
性と同時にその困難の大きさも示している
ことが分かった。中山間地域での農業労働お
よび畦畔管理についてのアンケート調査結
果から，小規模・非農家層が畦畔管理を担い，
大規模経営の労働投下を縮減し，夏期労働制
約を緩和していることが示された。 
 環境からのアプローチの具体的内容は、福
島県会津若松市の複数の集落で実施した集
団インタビュー調査の結果を比較し、地域ア
イデンティティとしての農村景観の認識構
造と地域の自然特性・社会特性の関係を解明
した。 
 コミュニティからのアプローチの具体的



内容や得られた成果の一部は次の通りであ
る。恵那市岩村地域のまちづくり実行組織を
事例として、再編後の住民自治組織に温存さ
れた既存組織の実態とその背景にある自治
体行政の課題を明らかにした。新潟県十日町
を事例として、限界集落についての今後 10
年程度の農地管理に関するシナリオ分析を
行った結果、条件の悪い場所ほど管理されな
い状況になる可能性が示唆された。津波によ
り甚大な被害を受けた宮城県気仙沼市にお
いて、高台移転に関わるヒアリング調査を行
った結果、仮設住宅への分散入居が合意形成
に大きな影響を及ぼしていることが明らか
になった。 
H24 年度も引き続き、研究目的に示した研

究課題に経済・環境・コミュニティの 3方向
からアプローチした。 
 経済からのアプローチは次の成果をあげ
た。成熟時代の到来に向けた農業・農政・農
村計画のあり方について考察した。小学校統
廃合の経済的有利性に関してモデル分析し
た。動学応用一般均衡モデルにより農業基盤
投資と直接支払い政策の影響を分析した。 
 環境からのアプローチは次の成果をあげ
た。福島県会津若松市で農家インタビューを
実施し、地域アイデンティティとしての農村
景観の認識構造と社会・経済情勢の変化との
関係を解明した。農業再建の基礎となる営農
の大規模化に関して、圃場整備の観点から検
討した。東日本大震災により甚大な被害を被
った自治体を対象に、復興計画における自然
環境への配慮を分析した。中山間地域におい
て放牧等を活用した粗放的管理の成立可能
性および直接支払制度や空間情報の活用の
意義を解明した。 
 コミュニティからのアプローチは次の成
果をあげた。鴨川市の近世牧の保全と活用策
を提示した。対馬でツシマヤマネコと共生す
る田のオーナー制を確立した。藤沢市の都市
近郊農地の価値と保全活用策を明確化した。
農業水利施設の維持管理に関する農家意識
が、社会実験の前後でどう変化したかを検討
し、合意形成上の課題を摘出した。高齢化農
山村地域において、地域 SNS などの新たなコ
ミュニティ形成手法を試行し、その有効性と
課題を検討した。担い手及び地域コミュニテ
ィのエンパワーメントという観点から社会
関係資本の蓄積と官民による投資の相乗効
果に関する調査を実施した。ジェンダー問題
を念頭においてリスク・ガバナンスと気候変
動に対する適応の関連を検討した。「地域お
こし協力隊」など地域外からの人的資源の導
入方策と多様な主体による地域知識管理シ
ステムを分析し、行政支援の要点と課題を摘
出した。戦後日本社会に於ける「ふるさと」
意識の変遷について考察し、現代の日本人の
「ふるさと」観が新たな農村－都市関係を構
築しうる可能性を展望した。 
H25 年度は最終年度である。地域計画論の

理論的な到達点、農業や農村の現実、今後必

要となる農業再建に向けた制度改革の内容
については、これまで 5年間をかけて相互の
討論と現地調査やフィールドワーク等を踏
まえて考究してきたところであり、最終年度
はとりまとめを行い、成果報告書を印刷した。
本報告書においては、得られた研究成果の要
約にとどまることなく、研究メンバー全体の
成果に立脚し、曲がり角に直面している農業
や農村において今何が大切であるかを研究
メンバーそれぞれの立場で考え、将来の農業
農村像を構想し、大胆に提言してもらった。
それらは、中山間地域農業の将来シナリオ試
案、レジリエントな農村を実現、２０５０年
を見据えた土地の管理のあり方と新たなコ
モンズの形成、多元的な農林地再生・活用と
その主体育成戦略、中山間地域農業・資源管
理の担い手システム再建と制度構築、農村の
維持のための海外市場の開拓、稲作の総合生
産性に関する定量的手法の比較、「地域性―
人と土地の繋がり―」の再評価、農業の成長
産業化におけるイノベーションの可能性、新
しいアクターの育成と関係性の農村計画、高
齢化・人口減少時代における農村地域の生活
機能維持方策、持続的農村発展のための ICT
を活用したコミュニティ形成の提案、中山間
地域の農業経営再生の可能性と地域計画の
意義、アジアへの貢献を通じたわが国農業の
競争力強化、地域合意による大区画整理と利
用権の集積、生きた農村景観の動的保全に及
ぶ。なお、本報告書は関連主要学会の一つで
ある農村計画学会の４月１２日に実施され
た春期大会において、参加者に配布された。 
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